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企画趣旨（下山真衣・倉光晃子） 
知的障害並びに自閉スペクトラム症のある人口は様々

な健康上のリスクを抱えている。その一つが強度行動障害
である。強度行動障害を示す知的障害並びに自閉スペク
トラム症のある人の割合は大きく、例えば神奈川県は知的
障害のある人のうち、大人で10%、子どもで2％の人が強度
行動障害を有していると報告している(神奈川県, 2018)。
強度行動障害に関して、行動分析学は長年にわたって大
きく貢献しており、例えば国内の強度行動障害支援者養
成研修など行動分析学の知見が盛り込まれ、行動分析家
が研修担当者として活躍している。 
 一方で近年強度行動障害については個々人への介入
だけでなく、知的障害並びに自閉スペクトラム症の人口に
対する公衆衛生アプローチの必要性が指摘されるようにな
っている(Emerson & EInfeld, 2011)。知的障害並びに自
閉スペクトラム症のある人口の強度行動障害の予防や健
康に生きることへの理念と支援にはまだ課題が残る。 
本シンポジウムでは、強度行動障害を示す知的障害並

びに自閉スペクトラム症のある人への行動分析学に基づく
これまでの支援を振り返るとともに、公衆衛生の観点から
行動分析学に基づく「健康に生きる」ための今後の支援に
ついて議論を深めていく。 
話題提供１（村本浄司） 
これまで行ってきた入所施設における強度行動障害の

ある人への施設内実践を振り返り、行動分析に基づく実
践による成果と限界、今後の課題について考察する。また、
大規模施設内における行動分析に関する組織的な職員
研修を紹介するとともに、それによってもたらされる成果と
今後の課題についても検証する。 
 さらに、地域の中で生活する強度行動障害のある人へ
の支援について、相談支援専門員、家族、生活支援事業
所との連携を通して支援事例を紹介し、地域生活支援に
おける今後の可能性について検討する。 
話題提供２（今本繁） 
青年期・成人期に強度行動障害を呈した男女5人の方

への家庭や特別支援学校、福祉施設、精神病院などとの
連携を通じての取り組みの実践事例を紹介する。それぞ
れ大幅に状態像が改善し地域生活に移行した者が3事例、
小康状態を続けている者が1事例、ほとんど改善がみられ
ない1困難事例がある。改善に向かうための要因、改善を
困難にする要因について、家庭など過去の養育歴、個体

の特性、処遇されている環境、人的環境、支援の歴史、社
会資源、行動分析的な支援アプローチなどの面で考察を
試みる。また市の施策に働きかけるソーシャルアクションの
取り組みも紹介する。 
話題提供３（野口幸弘） 
強度行動障害支援に関する福岡地区の一連の取り組

みの変遷と公衆衛生アプロ―チの3種類のエビデンスに
ついて話題提供する。１.理想的環境での効果データ：行
動支援センター“か～む”（24時間・3ヶ月の期間）・四箇の
実践（暮らしの場） 2.地域社会での効果データ：“か～
む”・四箇ホーム⇒地域のG・H（こすもホーム）、通所施設
（日中活動の場）⇒一般家庭、職場、地域生活へ 3.費用
対効果データ:投資・税金投与の意義：政治・行政:既存の
事業体系⇒税金投与への承認・理解へ⇒新規事業経
営・運営の安定（税金投与）⇒保健福祉施策へ。(Cochran
e, 1972)。これらは今後の強度行動障害支援に関する研
究において、３つのエビデンスの水準を区分して実践デ
ータを整理していく必要性を示している。 
 
指定討論１（中鹿直樹） 
公衆衛生は「地域社会の組織的な努力を通じて疾病を

予防し、寿命を延長し健康とよき生活をもたらす科学であり
技術である。その恩恵によりすべての市民は健康と長寿と
いう生まれながらの権利を実現することができる」とされる。
これらの点について行動分析からの理解をしたうえで、話
題提供の先生方の発表について、１）正の強化で維持され
る行動の拡大、２）さまざまな関係機関の連携 の点から検
討したい。 
指定討論２（園山繁樹） 
強度行動障害の予防に役立つデータの1つは、その人

の行動と生活環境を継時的に整理した生活史あるいは行
動の歴史ではないだろうか。従来の生育歴とは異なり、そ
の人の行動（特性・性格と呼ばれる反応傾向を含む）と環
境（主に周囲の人の対応の質）の相互作用の歴史であり、
「どのような状況で強度行動障害が発生し、どのような状
況・対応で軽減し、どのような状況で強度行動障害が生起
しなかったか」を明示することである。 


